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まえがき 

 
本調査研究報告書は、2005 年度に実施された「南アジアにおけるグロ

ーバリゼーション：雇用・労働問題に対する影響」研究会の成果の一部

である。この研究会は 2 年間の研究期間を予定し、本報告書はその第 1
年度目の成果である。研究会の目的の詳細は、本文中の「はじめに」を

参照いただきたいが、途上国の対内、対外経済に深甚な影響を与えてい

るグローバリゼーションの過程に、労働・雇用の側面から接近しようと

試みるものである。研究会の構成メンバーは以下のとおりである。 
 
 主査 佐藤 宏（東京外国語大学・非常勤講師） 
 幹事 村山真弓（アジア経済研究所・地域研究センター） 
 内部委員 
    荒井悦代（アジア経済研究所・地域研究センター） 
    島根良枝（同上） 
    牧野百恵（同上） 
 外部委員 
    木曽順子（フェリス女学院大学教授） 
    佐藤隆広（大阪市立大学助教授） 
 オブザーバー 
    辻田祐子（アジア経済研究所・地域研究センター） 
    小田尚也（同上） 
    山形辰史（同・開発研究センター） 
    佐藤 創（同上） 
    工藤年博（同・新領域研究センター） 
 
また本年度の研究においては、海外共同研究の一環として、バングラ

デシュ、インド、スリランカの 3 カ国を対象に、多角的繊維協定失効直

後の繊維産業とその雇用動向に関して、対象国の研究者・研究機関と共

同調査を行ない、その成果を別途英文報告書として刊行した。和英両報

告書を併せたものが、本研究会の今年度の成果である。また、本報告書

の第２章において、当研究所に客員研究員として招聘中の Arup Mitra
氏（Institute of Economic Growth, Delhi University）の協力を得てい

ることも追記しておきたい。 
                  2006 年 3 月 主査 佐藤 宏          
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